
１.はじめに

平成29(2017)年３月に公示された小学校および中学

校の新学習指導要領は、小学校では平成32(2020)年度

より、中学校では平成33(2021)年度より全面実施とな

る。新学習指導要領の策定の基となった「幼稚園、小

学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導

要領等の改善及び必要な方策等について(答申)」(中央

教育審議会,2016)には、「2030年の社会と、そして更

にその先の豊かな未来において、一人一人の子供たち

が、自分の価値を認識するとともに、相手の価値を尊

重し、多様な人々と協働しながら様々な社会的変化を

乗り越え、よりよい人生とよりよい社会を築いていく

ために、教育課程を通じて初等中等教育が果たすべき

役割を示すことを意図している。」(p.1)と記されてい

る。また、本答申には、21世紀は知識基盤社会であり、

「近年顕著となってきているのは、知識・情報・技術

をめぐる変化の早さが加速度的となり、情報化やグロ

ーバル化といった社会的変化が、人間の予測を超えて

進展するようになってきていること」(p.9)、「“人工知

能の急速な進化が、人間の職業を奪うのではないか”

“今学校で教えていることは時代が変化したら通用し

なくなるのではないか”といった不安の声もあり、そ

れを裏付けるような未来予測も多く発表されている」

(p.9)こと、「情報技術の飛躍的な進化等を背景とし

て、経済や文化など社会のあらゆる分野でのつながり

が国境や地域を越えて活性化し、多様な人々や地域同

士のつながりはますます緊密さを増してきている」

(p.10)ことを取りあげ、複雑で予測が困難な時代の到

来が示されている。

答申で示されたような情報技術が飛躍的に進化した

社会を生き抜く子ども達に必要な能力の一つが「情報

活用能力」である。堀田(2017)は、「情報活用能力」で

は「単にコンピュータなどの操作の習得に留まらず、

情報を取り扱う能力の習得を目指すことが大切になり

ます。情報を取り扱う能力というのは、たとえば、問

題解決のために情報を収集し、整理し、伝達する能力

です。溢れる情報の中で、どの情報が正しくて、どれ

が正しくないのか、また、自分が必要なのはそのうち

のどの情報なのか、どのメディアを使ったら効率よく

必要な情報を入手できるのか、それらの情報を自分の

役に立たせるためにはどのように整理しておけばよい

か、どのように相手に伝えればうまく伝わるのか、と

いったことを繰り返し体験させ、学習させる必要があ

るのです。さらに、情報技術の進展が私たちに及ぼし

ている影響を理解し、相手を傷つけたり社会に迷惑を

かけたりしないような情報に対する責任感を身に付け

させることも必要になります。」(p.8)と説明する。小

学校学習指導要領(文部科学省,2017)では、「情報活用

能力」は、第１章総則「第２ 教育課程の編成 ２教科

横断的な視点に立った資質・能力の育成」において「(1)

各学校においては，児童の発達の段階を考慮し，言語

能力，情報活用能力(情報モラルを含む。)，問題発見・

解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成して

いくことができるよう，各教科等の特質を生かし，教

科等横断的な視点から教育課程の編成を図るものとす

る。」と新たに追加されている事項の中にある。具体的

な教育課程での実施については、「第３ 教育課程の実

施と学習評価 １主体的・対話的で深い学びの実現に向

けた授業改善」において、「(3)第２の２の(1)に示す

情報活用能力の育成を図るため，各学校において，コ
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ンピュータや情報通信ネットワークなどの情報手段を

活用するために必要な環境を整え，これらを適切に活

用した学習活動の充実を図ること。また，各種の統計

資料や新聞，視聴覚教材や教育機器などの教材・教具

の適切な活用を図ること。あわせて，各教科等の特質

に応じて，次の学習活動を計画的に実施すること。」と

示され、「ア 児童がコンピュータで文字を入力するな

どの学習の基盤として必要となる情報手段の基本的な

操作を習得するための学習活動」「イ 児童がプログラ

ミングを体験しながら，コンピュータに意図した処理

を行わせるために必要な論理的思考力を身に付けるた

めの学習活動」の二つが提示されている。中学校学習

指導要領(文部科学省,2017)では、具体的な学習活動

は示されていないが、児童が生徒という文言に変わっ

てはいるものの小学校学習指導要領と同じように記さ

れている。

本答申において、「教科等を越えた全ての学習の基盤

として育まれ活用される資質・能力」として例示的に

整理されているものに、上記の「情報活用能力」とも

う一つ「言語能力の育成」がある。言語能力の育成に

ついて、「特に言葉を直接の対象とする国語教育及び外

国語教育の果たすべき役割は極めて大きい。言語能力

を構成する資質・能力やそれらが働く過程、育成の在

り方を踏まえながら、国語教育及び外国語教育それぞ

れにおいて、発達の段階に応じて育成を目指す資質・

能力を明確にし、言語活動を通じた改善・充実を図る

ことが重要である。」(p.36)と記されている。言語能力

の育成を担う外国語教育についても、答申の「第２部

各学校段階、各教科等における改訂の具体的な方向性

第１章各学校段階の教育課程の基本的な枠組みと、学

校段階間の接続 2.小学校③外国語教育の充実」にお

いて、「外国語活動及び外国語科においては、特に外国

語活動を通じて児童の学習意欲が高まっていることな

ど、現行学習指導要領に基づく各学校段階での指導を

通じた学習成果が認められるものの、進学や進級した

後に、それまでの学習内容を発展的に生かすことがで

きていないといった状況も見られ、学校段階間の接続

の不十分さなどが指摘されている。また、中・高等学

校においては、文法・語彙等の知識がどれだけ身に付

いたかという点に重点が置かれがちであり、外国語に

よるコミュニケーション能力の育成を意識した取組に

課題があると指摘されている。」(p.86)のように、成果

と共に課題が示されている。

各教科の学習を通じて育成することが望まれる「情

報活用能力」は、新しい学習指導要領で小学校５・６年

生に新設された「外国語科」でも育成が目指される。

「第２章 各教科 第10節外国語」の「３ 指導計画

の作成と内容の取扱い」では、配慮事項として「オ 児

童が身に付けるべき資質・能力や児童の実態，教材の

内容などに応じて，視聴覚教材やコンピュータ，情報

通信ネットワーク，教育機器などを有効活用し，児童

の興味・関心をより高め，指導の効率化や言語活動の

更なる充実を図るようにすること。」が明記されてい

る。

そこで本稿では、小学校と中学校の外国語科(英語)

の円滑な接続と連携の視点から、ICTの活用のあり方

を提案することを目的とする。まず、これまでの小学

校の外国語教育の成果および課題として挙げられてき

た小中連携と小中接続について考察する。さらに、ICT

の活用について概観したうえで、外国語科(英語科)に

おけるICTの活用のあり方を提案する 。

２.小学校外国語教育の成果と課題

小学校の外国語教育は、平成10(1998)年に公示され

た小学校学習指導要領(平成14(2002)年全面実施)から

「総合的な学習の時間」の「国際理解」の一貫として、

「英語活動」として始まった。平成20(2008)年に公示

された小学校学習指導要領(平成23(2011)年全面実施)

では「外国語活動」が、現在５・６年生で領域として必

修となっている。各指導要領の元で行われた小学校で

の外国語教育の成果と課題については、これまで様々

な研究が行われてきた。以下は中学校英語教員が認識

する小学校で英語学習を経験してきた子ども達が身に

つけた力についての研究である。

大下(2007)は、平成18(2006)年４月～５月にかけて

中部地区６県の小・中学校に対して行った「英語教育

における小中連携」のアンケート調査結果を報告して

いる 。アンケートが行われた平成18年当時に行われて

いた「英語活動」は全児童が必修ではなく、学習に当

てられた時間も年間数時間から年間70時間まで様々で

ある。本調査の「小学校で英語を学習してきた生徒が

1クラスにどれくらいいるか」を尋ねた回答にも、

「0～10％：11.5％、10～30％：14.8％、30～50％：

14.8%、50％～70％：9.8％、70～80％：3.2％、80～100

％：45.9%」(p.58)となっている。「英語活動を経験し

た生徒の能力・態度についての印象」について中学校

教員に尋ねた結果から、中学校側は「英語活動はリス

ニング能力の伸びと英語学習に対する関心・意欲、外

国人に対して物おじしないというようないわゆる情意

面においてやや効果があると感じていることが分か

る。」(p.33)と示されている。一方で、発音の向上や能

力差については、学習経験の有無にはよらないこと、

また、リーディング能力、ライティング能力、文法能

力については中学校側では身についていないと認識さ

れており、このことについて大下は、「英語活動では聞

く・話す活動が主であり、文字指導もほとんど行われ

ていないので、当然の結果である。」(p.34)と述べる。

小学校で「外国語活動」が必修となる頃に公立小学

校教員(1138名)および公立中学校教員(474名)を対象

に行われた「小中連携教員意識調査」(長沼,小泉,
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2012)では、「小学校英語活動によって育ってきている

のは、どのような力だと思いますか。」という項目を

小・中の教員に対して尋ねている。小学校教員が児童

に育っていると考える力は、「英語の音やリズムに慣れ

ること」「英語を聞くこと」「外国の人と交流すること」

「英語を話すこと」の順で評価が高かった。一方、中

学校教員は、「あげている力の傾向は変わらないもの

の、小学校教員と比べると音やリズムへの慣れ親しみ、

聞くこと、話すことへの評価が低く、外国の人との交

流への評価が高い」(p.26)ことがみてとれたと指摘さ

れている。中学校教員は、英語専科教員やALTの配置

といった人員整備のほかに、「教材の選定・入手」「カ

リキュラム作成」「教育内容の明確化」も小学校英語活

動の課題としてとらえており、「また、『地域格差・学

校格差の是正』に関しても、小学校教員では課題と感

じている声が低かったのに対して、中学校教員では比

較的高く、小学校英語活動を経て入学してくる生徒に

関して、学校間で指導内容が異なることを懸念してい

る様子が見て取れる。」(pp.29-31)と指摘されている。

萬谷他(2013)は、「小学校外国語活動の成果に対する

中学校教師の意識調査」を中学校英語教員114名に対し

て平成24(2012)年６月に行っている。調査対象の教員

は、小学校で外国語活動を経験した生徒を指導した経

験のある英語教員であった 。「学習者の態度・能力の変

化」に関する項目の中で、最も賛同を得た項目は、「中

学校入学時点で生徒の英語の学力に差がある」という

ことであったが、「ただし、項目のあいまいさから、何

をもって学力としているか、以前と比べて学力差が拡

大しているのかどうか、単に個人差だけなのか、出身

小学校による学校間格差なのかは判断することができ

ない。」(p.139)と指摘されている。萬谷らは、小学校

で外国語活動を経験した生徒に身についている力とし

ては、「コミュニケーション活動に積極的に参加する」

「英語を聞く力がある」「会話表現をよく憶えている」

などの項目が高かったことから、「小学校学習指導要領

の目標の１つであるコミュニケーション能力の素地が

身についていると考える中学校英語教師が多いものと

考えられる。」(p.139)と述べる。一方で、英語を書く

力、文法事項、英語を読む力などに関する項目が低い

ことから「読む・書くなど小学校外国語活動で扱われ

ていない項目についてはあまり身についていないと考

える中学校英語教師が多いものと考えられる。」(p.

139)と述べる。また、「特に、中学校英語教師は、コミ

ュニケーション、リスニング、会話の力の伸びを実感

している一方で、伝われば良いという傾向にも気づい

ている。積極性の高まりをまず大切にし、その上でい

かにaccuracyを高めるかが今後の課題である。」(p.

146)と指摘する。

小学校で英語教育が必修化される前、必修化後に行

われた調査で中学校英語教員が認識した子ども達に身

についた力は、動機づけにつながる英語に対する興味

や学習への意欲の高まり、リスニング技能につながっ

ていく力となる英語を聞く力、スピーキング技能につ

ながる力としての会話表現の蓄積である。課題につい

ては、必修化前に行われた大下(2007)の調査では課題

として認識されていなかった学力差が、萬谷他(2013)

では、課題とされている。萬谷らは、学力差について

はさらなる検討が必要であると述べているが、中学校

に入学した時点で生徒間に何が原因ではあるにせよ差

が生じていると中学校英語教員の多くが答えているの

であれば、それは看過できない課題であるといえよう。

学力差の問題は外国語教育に限った問題ではないが、

小中連携や接続を円滑に行うことでこの学力差の課題

に対処できる可能性があると考える。

３.小中連携と接続

外国語教育における小中連携の重要性とその実施の

困難さは、これまで何度も語られてきている。例えば、

大下(2007)では、「アンケート結果で見る限り、小中

共、英語教育における連携の必要性は認めながらも、

実際にはほとんど連携が行われていない。その大きな

理由としては、小学校での英語活動が中学校の英語教

育に影響を与えるほどの存在には未だなっていないと

いうことが挙げられる。」(p.45)と述べる。前節でも述

べたとおり、大下が行ったアンケートは2006年に実施

されており、当時は児童が英語を学習する時間はわず

かであった。大下はさらに「…もし今後、全国一律に

小学校５・６年生に英語が週１時間実施されるようにな

るとすれば、小中連携はきわめて重要な課題になる。」

(p.45)と指摘している。大下が小中連携を阻害する原

因としてあげた理由は、外国語教育が小学校と中学校

の教育課程上では位置づけが異なることと、目標の違

いである。現行の学習指導要領では、小学校５・６年生

で週１時間、「外国語活動」として必修化されてはいる

が、領域であり教科ではない。つまり、「英語活動」も

「外国語活動」も言語(英語)の習得を目的にするもの

ではなく、外国語に慣れ親しんだり、体験したりする

ことを重視している。しかし、中学校英語科では、技

能や知識の習得を目的とする。「小中連携を行うために

は、両者が別者だという意識は捨て、小学校英語活動

も中学校の英語教育も、等しく英語教育という枠組み

の中に位置づける必要がある。…もちろん小学校英語

活動を英語教育であると捉えることには抵抗があろう。

しかしながら、今後、小学校５・６年生以上で週１時間

の英語活動が確保されれば、年間35時間、２年間で70

時間が英語活動に当てられることになり、子どもには

英語の知識やスキルに関して一定の素地が身につくよ

うになる。また、70時間あるいはそれ以上もの貴重な

授業時間を使って英語活動を行う以上、英語活動自体、

学校教育という枠組みの中で、どのような意義がある
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のかを改めて問われることになろう。英語活動は、英

語教育ではないという主張は根拠が薄れてくるように

思われる。」(p.46)と大下が述べたように、外国語活動

の時間で英語を学習した子ども達に英語の一定の素地

が育っていることは、先にもみたとおりである。しか

し、小中連携が依然として課題であることは変わって

いないようである。

直山(2011)は、外国語活動でまず挙げるべき課題は

「小中連携」であると指摘する。外国語教育における

小中連携について「平成21年度公立小・中学校におけ

る教育課程の編成・実施状況調査」で文部科学省が尋

ねた「情報交換」「交流」「小中連携したカリキュラム

の作成」の３つの状況を基に、「小中連携に至るには、

まず『情報交換』『交流』があると考えます。『情報交

換』『交流』によって、小・中学校教員の『気持ちの距

離が縮まる』、『連携』によって『内容の距離が縮まる』

と考えます。」(p.6)と述べる。「情報交換」は、授業参

加や小中合同研修会等を通して小学校教員と中学教員

が互いに知りあうこと、「交流」は、「同じ時と場所と

を共有し、何かを作りだすこと」(p.6)という。この交

流には「児童」「中学生」「小学校教員」「中学校英語担

当教員」の四者が携わり、主に小学校教員と中学校英

語担当教員が交流する授業参観後の研究協議会や、児

童と生徒が交流する「交流授業」があり、この「交流

授業」によって教員同士も交流することになると述べ

る。「連携」は、「『カリキュラムの連携』をさし、それ

には三つの要素、『目標の一貫性』『指導法の継続性』

『学習内容の継続性』が考えられます。現段階では外

国語活動と中学校外国語科という枠組みにおいては、

中でも『指導の継続性』が、特に入門期において重視

される必要があります。その取り組み具体として、外

国語活動で児童が経験した活動を行うこと、外国語活

動で扱われていた教材等を活用すること提案します。」

(p.7)という。

ここで、「連携」と「接続」という用語について整理

をする必要がある。この二つの用語が指す内容は明確

に区別できるものではないと考えるが、「連携」は一般

に「同じ目的を持つものが互いに連絡をとり、協力し

合って物事を行うこと。」であり、接続は、「つなぐこ

と、つながること、続けること、続くこと」である 。

外国語教育における「小中連携」とは、外国語教育に

携わる小学校および中学校教員が、児童や生徒の外国

語の学びを支援するために様々な側面において連絡を

し、協力をすることであり、「小中(の)接続」とは、小

学校の外国語の学びと中学校の外国語の学びをつない

でいくことと考える。「小中連携」には、１つの中学校

へ進学する児童が通う複数の小学校間の連携(小小連

携)も入ってくる。この二つは、互いは密接に関連して

おり、接続のために連携をするのであり、連携をする

中で接続の最適な道筋が見えてくると思われる。

４.ICTの活用

現在小学校・中学校に在籍する児童・生徒は、デジ

タルネイティブ(Digital Natives)と呼ばれる世代で

ある 。このデジタルネイティブをPrensky(2001)は、

「幼稚園から大学に在籍する今日の生徒は、新しい技

術と共に成長した最初の世代である。彼(女)らは、コ

ンピュータ、テレビゲーム、デジタル音楽再生機器、

ビデオカメラ、携帯電話や、このデジタル時代に作ら

れた他のおもちゃやツールなどに常時囲まれて、これ

まで生活をしてきたのである。」(p.1)と説明する 。

Prenskyによれば、この世代はこれまでの世代とは違

った環境で育ったことによって違った経験を積んでい

ることから、「異なった思考パターン」を持つ 。デジタ

ルネイティブに対して、デジタル機器の発達していな

い時期に生まれ育った世代、つまりデジタルネイティ

ブより前の世代のことをデジタルイミグラント(Digi-

tal Immigrants)(p.2)とPrenskyは呼んでおり、学校

教育のうえで大変大きな問題となっているのは、デジ

タルイミグラント世代の教師が、デジタルネイティブ

世代の生徒達を教育しなければならないということで

あると指摘する。さらに、「デジタルイミグラント世代

の教師は、学習者はこれまでそうであったように同じ

ようなタイプの学習者であり、ゆえに、デジタルイミ

グラント世代が生徒だった頃の指導法が現在の学習者

に対しても上手くいくだろうと考えている。しかし、

このような考えは、もはや通用しない。現在の学習者

は昔とは違うのである。…デジタルネイティブ世代の

生徒が、授業に集中できないのであろうか、あるいは

集中しないことに決めたのだろうか。よくあることだ

が、デジタルネイティブ世代の視点からすると、デジ

タルイミグラント世代の教師がデジタルネイティブ世

代の生徒が体験するあらゆる事に比べると、彼(女)ら

の授業を傾聴に値するものにしていないのに、それな

のに、教師は授業を聞いていないと生徒を非難してい

るのである。」(p.3)と述べ、デジタルネイティブ世代

をデジタルイミグラント世代が教育する場合の一つの

課題を示している 。そして、デジタルイミグラント世

代の教師がデジタルネイティブ世代を教育するために

必要なことは、指導法(methodology)と指導内容(con-

tent)を再検討することであるとPrenskyは述べる。上

述のことは、当然日本の状況にも当てはまり、児童・

生徒に「情報活用能力」を養成する必要のある教師は、

指導法と指導内容を再検討する必要があると考える。

「情報活用能力」を育成するためにICT機器の活用は

必須であるが、従来の学習活動にICT機器を使いさえ

すれば良いというわけではない。中川(2014)は、ICTの

活用を考える指針となるポイント「①意欲・関心の拡

充(見ることで想像力を刺激する。実際の体験の意欲を

促す。)②知識の定着・理解の補完(なかなか体験できな

いことを疑似体験する。繰り返し練習する。)③技能の
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習得(うまくいくポイントをつかみやすい。実験の手順

がわかる。)④思考の深化・拡大(見ることでさまざまな

疑問がわいてくる。学習課題に収束するようなきっか

けになる。)」(p.67)を示している。この４つのポイン

トの④のような学習場面を例に、ICTを活用すること

によって便利になったり効果が上がったりする場合に、

その活用は意味があると中川は述べる。「思考の深化・

拡大」を意図する学習場面で、議論の論点を整理し、

思考を可視化する際に従来から使用されている黒板、

ホワイトボード、模造紙、付箋紙のデメリットを、１）

長期間の保存が難しいこと、２）書き込んだものを後

から入れ替えたり、場所の変更をしたりするのが面倒

であること、３）付箋紙などが剥がれて無くなること

もある、の３点をあげている。これらはICT機器である

電子黒板やタブレットを活用した場合に解決できるこ

とであり、従来の手法で難しかったことが可能になる

と指摘し、「保存ができることで、前時の数学の問題の

解き方や前年度の説明文教材の構成をさっと提示して、

考えを比較するなども自在にできます。さらに、転送

することで考えの共有をはかることができ、その活動

の幅は広がります。議論や表現のプラットフォームに

なるようなICTの活用が教室や学校内にどんどん広が

ることで、授業デザインそのものの再検討が行われて

いくことを期待したいと思います。」(pp.68-69)と述

べる。また、ICTを活用すれば授業が上手くいくわけで

はなく、適材適所で活用していくことが肝要であると

し、「つまり、紙のノートやワークシートに書く気軽

さ、自由度の高さと、タブレット端末での動的なツー

ルのよさ(例えば、理科で映像資料を視聴したり、イン

ターネットで情報を補完したりする)をうまく行き来

させるような授業活用場面を教師が想定することが重

要です。さらに、板書や模造紙の提示物など、四十五

分の授業あるいは単元が終了するまでずっと児童生徒

に見せていくものと、映像のようにある時間拡大して

提示するもののツールとしての役割分担を吟味する必

要があります。」(pp.70-71)という。

附属新潟小学校では、ICTと思考ツール を活用し

た授業を展開する。ICTと思考ツールを同時に活用す

ることには大変大きな意味があると堀田(2017)はいう。

「ICTを活用することで、多くの情報を入手すること

ができ、記録することができ、そして必要に応じてそ

こから選択した情報を誰かに提示することは可能にな

ります。しかしそれだけでは情報の横流しに過ぎませ

ん。子供にとっての学習の成立を考えるならば、入手

した情報を平場に並べて比較したり、似たようなもの

を集めたり、違いを明確にするために分類したりする

作業が欠かせません。このような『情報を吟味する』

作業を生み出すためには、思考ツールの利用が有効で

す。思考ツールの活用によって、いったんICTに格納し

た情報を並べなおし、価値付けることとなります。…

思考ツールは、個々の子供の思考を外化し、可視化し

て、対話可能性を高める機能を持っているのです。さ

らにこの思考ツールをICT上で活用できるようなアプ

リケーションを用いることによって、毎時間の授業で

可視化された学びが、次時の授業、次の単元、別の教

科、そして友だちとの学びとのつながりをつけること

ができるようになります。これによって学びは点から

線、そして面へと広がっていくことになるのです。」

(p.11)と述べているのである。ICTを用いて得た大量

の情報から、児童・生徒が自分達に必要な情報を吟味

して取り出すことができる力は、デジタルネイティブ

世代に必要な力であり、再検討すべき指導内容として

の思考ツールは重要な位置を占めると考える。

学びの過程で使用した学習資材を集積することがで

き、また、それらを必要に応じて呼び出したり、ある

いは分類をしたり、共有したりできるのも、ICTが得意

とするところであるが、この点は、評価をする上でも

重要な利点であると思われる。森本(2017)は、「学習者

が表現した文字、言葉、考えなどは、ノート、ワーク

シート、作品等に表現されたり、教員のメモとして記

録されたり、ビデオ等に撮影されたりすることはある

が、それらを途切れることなく密に記録し、学習者と

その関係者で有効活用しない限り、その場で消えてい

ってしまうことになる。そこで、これら学習エビデン

スを電子的に蓄積し、学習指導や学習評価に活用しよ

うとしたものがeポートフォリオであり、大学等の高等

教育を中心に広く導入され使われている。」(pp.163-

164)と述べている。しかし、情報通信ネットワークや

使用者の技術的な制限等から大学等でも有効に使えて

いるとはいいがたい状況であり、また、初等中等教育

ではeポートフォリオを使用することは難しい状況に

あると指摘する。しかし、最近の情報技術の急速な進

展によって「特に、学校現場や家庭・地域における情

報通信ネットワークの整備やタブレット端末の普及に

より、場所や時間に関係なく、どのような授業等の教

育活動においても、すべての学習者が同様にタブレッ

ト端末等を用いて、あらゆる学びの記録を日常的に記

録することが容易になった。また、蓄積されたデータ

は膨大な量になるが、その多量なデータを一挙に分析

して、その結果を見える化することで学習者の学びを

促進させたり、教員による学習者への支援をサポート

したりすることも可能になりつつある。」(p.164)と述

べ、初等中等教育へのeポートフォリオの普及可能性を

示している。

５.外国語科(英語科)におけるICTの活用

前節で示したとおり、ICTを活用することの利点は

多く、日々の授業から評価に至るまで様々な形で利用

が可能である。また、デジタルネイティブである現在

の児童・生徒に魅力的で、また、これから先の予測不
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可能な未来を生きぬく力や情報活用力を育むためには、

ICTの活用は有益であると思われる。さらに、ICTを活

用することで、小中連携、小中接続もより進むのでは

ないかと考える。

中学校英語科の授業では、新出語彙の導入や復習の

際に、市販のプレゼンテーションソフトで作成した英

語単語とその意味を示したスライド教材を使って行う

教員がいる。プレゼンテーションソフトは、文字だけ

でなく音声や写真、あるいは動画もスライドに組み込

むことができ、スライドの編集、保存、共有も容易で

ある。新学習指導要領で新設される３・４年生の「外国

語活動」および小学校５・６年生の「外国語科」では

「600～700語程度の語」の学習が明記されている。『小

学校学習指導要領解説 外国語編』(文部科学省,

2017)によると、これらの語の「その範囲は中学年の外

国語活動で学習する語を含み，中学校の外国語科で学

習する内容の基礎となり，かつ中学校に行ってからも

繰り返し学ぶことが期待される中心的語彙を想定して

おり，中学校の外国語科の学習の土台として十分な

600～700語程度の語としている。」(p.29)、また、「こ

の600～700語というのは後述する発信語彙と受容語

彙の両方を含めた語彙サイズであり，これらの全てを

覚えて使いこなさなければならない，ということでは

ない。」(p.30)といわれている。自分では使えないが聞

いたり、見たりすれば理解可能な語彙である受容語彙

として語を身につけるためには、何度もその語に出会

うという「繰り返し」が必要である。この繰り返しを

可能にする１つの方法が、プレゼンテーションソフト

を用いて作成するスライド教材である。このスライド

の教材は、編集、保存、共有が可能であり、小学校、

中学校の教員がファイルのやり取りによって協力して

作成することもできる。また、学習指導要領でも示さ

れているとおり、外国語学習において「繰り返し学ぶ

ことが期待される中心的語彙」であることから、共有

することで小中の接続もはかることもできるのではな

いだろうか。

初等中等教育段階では普及はこれからの課題である

といわれているeポートフォリオも小中連携、小中接続

を進める手立てになると考える。森本(2017)は、eポー

トフォリオを活用した学習の特徴について、「eポート

フォリオを活用した学習では、学習プロセスにおいて

評価が学習の一部として組み込まれ一体化しており、

切り離すことが出来ない。これは、評価すること自体

が学習そのものであるという考え方に基づいている。

また、評価活動(自己評価、相互評価、教員評価、他者

評価)においては、客観テストにより学習者の単なる知

識の測定を行うのではなく、学習者の学習プロセスを

通したパフォーマンスを評価(アセスメント)すること

である。eポートフォリオを活用することにより、客観

テストだけでは見えにくい各種スキルや経験等を見る

ことができるため、学習者の学習プロセスを通した学

習成果や長期的な成長の評価を可能にする。」(p.16)

と説明する。eポートフォリオはネットワーク上で共有

が可能であるため、中学校の英語教員が小学校で子ど

も達が外国語活動や外国語科の授業においてどのよう

な学びのプロセスを辿ってきたのかを確かめるために、

必要に応じて活用できる資料を提供してくれる。また、

紙媒体の限られた資料ではなく、音声や動画など、多

種多様な資料を集積することができる。このような資

料を参照し授業に活かすことで、児童・生徒の継続的

な指導と評価および個々のニーズに合った学びの支援

も可能になると考える。

６.おわりに

本稿では、小学校と中学校の外国語科(英語)の円滑

な接続と連携の視点から、ICTの活用のあり方を提案

することが目的であった。これまでの小学校の外国語

教育において一定の成果があったからこそ課題とされ

る小中連携と小中接続には、ICTの活用が推進の一助

になるのではないかと述べた。しかし、外国語教育に

おける活用のあり方の大枠のみを示すにとどまってお

り、実際に小学校および中学校の外国語教育において、

ICTを活用した授業実践の整理と分析については稿を

改めたい。eポートフォリオについては、ネットワーク整

備や使用者の技術の問題をはじめたくさんの課題があ

ると思われるが、「学びのユニバーサルデザイン(Uni-

versal Design for Learning,UDL)」という観点か

らもeポートフォリオの活用を進める必要があると思

われる。『学びのユニバーサルデザイン(UDL)ガイド

ライン Version 2.0』(CAST,2011,p.5)には、「学

校や大学などの学習環境において、一人ひとりの違い

は特別ではなく当たり前のことです。カリキュラムが

想定上の“平均域”のニーズに合わせてデザインされ

ていると、現実の学習者の個人差に対処できません。

それでは実際にはあり得ない“平均域”用の基準に合

わない様々な能力や背景(成育歴や生活環境など)や意

欲をもつ学習者を排除することになり、平等で公平な

学習の機会を全ての人に提供できないのです。」とあ

る。個々の学習者の学びの過程を多様な方法で記録・

評価し、活用可能な形で共有できるeポートフォリオ

は、学習者の「想定上の平均域ではない」実相を示す

ことができるからである。
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注

１ 本稿では、ICTという用語を吉田(2014)の次の説明に基づい

て使用する。「ICTとは、Information and Communication
 

Technologyの略で、情報・通信に関連する技術一般の総称

である。ほぼ同じ意味を表す言葉に IT(Information
 

Technology)があるが、ITの「情報」に加えて「コミュニケ

ーション」性が具体的に表現されている点に特徴があり、ネ

ットワーク通信による情報・知識の共有が念頭に置かれた

表現である。」(p.3)

２ 福井、長野、愛知、山梨、兵庫、岐阜の６県で調査対象とな

った小学校308校、中学校138校のうち、小学校は180校(58.4

%)、中学校67校(48.6%)が回答を行った。

３ 小学校教員は主に関東近郊の教員であり、中学校教員は全

国にわたっていることが長沼、小泉(2012)で示されている

が、調査時期は明示されていない。研究の源である小泉

(2010)の記載から、平成20(2008)年１月～平成21(2009)年

10月頃と推測される。

４ 北海道(札幌市)の中学校英語教員が調査対象である。

５ 『広辞苑』第六版、岩波書店

６ 日本では、商用インターネットが普及した1990年代半ば以

降に生まれた世代をさすといわれている。

７ 日本語訳は筆者による。原文は以下のとおり。“Today’s
 

students-K through college-represent the first generations to
 

grow up with this new technology. They have spent their
 

entire lives surrounded by and using computers,videogames,

digital music players, video cams, cell phones, and all the
 

other toys and tools of the digital age.”(p.1)

８ 原文は以下のとおり。“...we can say with certainty that
 

their thinking patterns have changed.”(p.1)

９ 日本語訳は筆者による。原文は以下のとおり。“Digital
 

Immigrant teachers assume that learners are the same as
 

they have always been,and that the same methods that
 

worked for the teachers when they were students will
 

work for their students now. But that assumption is no
 

longer valid. Today’s learners are different....Is it that
 

Digital Natives can’t pay attention,or that they choose
 

not to? Often from the Natives’point of view their
 

Digital Immigrant instructors make their education not
 

worth paying attention to compared to everything else
 

they experience-and then they blame them for not paying
 

attention!”(p.3)

10 思考ツールとは、分類するためのX・Yチャート、比較する

ためのベン図やPMI、関係づけるためのイメージマップ、ま

とめるためのKJ法などである。附属新潟小学校では、思考ツ

ールは「特定の教科等に限定されず、教科横断的、包括的に

用いられる汎用性のある思考ツール」(宮薗,2017,p.6)で、

アナログで使用されたり、ICT機器上でデジタル的に使用

されたりと、日常的に学習の様々な場面で用いられている。
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